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風しんの追加的対策に係る対応について（協力依頼） 

 

風しんの追加的対策については、「予防接種法施行令の一部を改正する政令等の施行等

について」（平成 31年２月１日付け健発 0201第２号厚生労働省健康局長通知）及び「風し

んの追加的対策に係る手引について（協力依頼）」（平成 31年２月８日付け健健発 0208 第

１号・健感発 0208第２号厚生労働省健康局健康課長・結核感染症課長通知）によりお知ら

せしたところです。 

今般、全国の市区町村と全国の医療機関及び健診機関等（以下「医療機関等」という。）

が締結する風しんの抗体検査及び予防接種の委託に関する集合契約の取りまとめ者として、

全国知事会と公益社団法人日本医師会に御対応いただけることとなり、別紙１「風しんの

追加的対策に係る対応について（協力依頼）」（平成31年２月22日付け健発0222第10号及び

第11号厚生労働省健康局長通知）により集合契約の取りまとめを両者に正式に依頼しまし

たのでお知らせいたします。 

なお、今般の集合契約の全体像については別紙２「集合契約のイメージ（風しんの追加的

対策）」のとおりです。 

つきましては、平成31年４月からの運用に向け、下記事項について関係者への周知等を

図っていただくとともに、実施体制の整備について御協力を改めてお願いいたします。 

 

記 

 

１ 都道府県（保健所設置市及び特別区を除く。以下同じ。）への依頼事項 

 都道府県におかれては、平成 31 年４月から集合契約の運用を開始することができる

よう、以下の対応をお願いします。 

（1）  管内市区町村（保健所設置市及び特別区を含む。以下同じ。）、医療機関等の関係機

関に対し、集合契約に参加するよう、呼びかけていただきたい。 



 

（2）  本年３月中下旬を目途に全国知事会が集合契約に係る委任状の取りまとめを行うこと 

ができるよう、管内市区町村の委任状の取りまとめ及び委託元市区町村一覧表（風しんの

追加的対策に係る手引き（第１版）付属資料参照）を作成し、都道府県から全国知事会宛

ての再委任状とともに全国知事会に提出いただきたい。 

（3） 管内市区町村から提出された集合契約に係る委任状等の保管をしていただきたい。 

（4）  請求及び支払い等事務に関して、貴職管内の都道府県国民健康保険団体連合会（以

下「国保連合会」という。）への協力を依頼するとともに、管内市区町村と貴職管内の国保

連合会が締結する請求・支払いに関する代理契約（以下「請求・支払い代理契約※」とい

う。）について、管内市区町村の委任状等の取りまとめ及び貴職管内の国保連合会に提出

をしていただきたい。 

（※）請求・支払い代理契約における国保連合会の主な事務内容 

 本年４月以降に市区町村から対象男性に順次送付されるクーポン券の情報に基づき、

医療機関等が市区町村に請求する費用についての支払い事務 

 医療機関等から市区町村への費用請求事務について、市区町村ごとに請求関係書

類を振り分けた上で、送付対象となる市区町村への費用請求 

 市区町村からの支払いに係る医療機関等ごとの振り分け及び支払い 

 公益社団法人国民健康保険中央会と請求・支払いの全国決済事務に関する調整等 

 

２ 市区町村への依頼事項 

市区町村におかれては、平成 31 年４月から集合契約の運用を開始することができる

よう、以下の対応をお願いしたい。  

（1） 管内の医療機関等の関係機関に対し、集合契約に参加するよう、呼びかけていただ

きたい。 

（2） 風しんの追加的対策に係る手引きを参照の上、住民の利便性向上という趣旨を御

理解いただき、以下の集合契約に係る委任状を都道府県に提出いただきたい。 

 医療機関等との集合契約の締結に係る委任状 

 請求・支払い代理契約の締結に係る委任状 

（3） 対象男性のうち昭和 47 年４月２日から昭和 54 年４月１日までの間に生まれた男

性が平成 31 年４月以降、居住地以外でも風しんの抗体検査及び予防接種を受けられ

るよう、クーポン券の発行や対象者への送付等、運用開始に向けた準備を進めていた

だきたい。 

（4） 集合契約における費用請求及び支払いについて、同市区町村内の国民健康保険担

当課（部）とも必要に応じ費用請求及び支払いに関する事務に当たり連携をしてい

ただきたい。 

（5） 地域の医療機関等と連携・調整し、夜間・休日でも風しんの抗体検査や予防接種が

提供可能となるよう体制整備に向けてできる限り御協力いただきたい。なお、体制

整備に当たっては、以下の点に十分御配慮いただきたい。 

 抗体検査や予防接種を受ける者に適切に対応できるよう、２次救急医療に対応可



 

能な医療機関との連携を図ること 

 迅速な体制整備の観点から、特に、既に夜間・休日に診療を行っている地域の医療

機関等との連携を図ること 

 

３ 今後の予定（目安）について 

 本年３月中下旬を目途に全国知事会と公益社団法人日本医師会が集合契約に係る委

任状を取りまとめ 

 本年３月中下旬を目途に集合契約の参加市区町村及び医療機関の一覧を住民向けに

公表 

 本年３月中下旬を目途に対象者向けにクーポン券を送付 

 本年４月以降を目途に全国において集合契約の締結及び運用開始 


